様式第６号
事業計画提案書
名称：　　　　　　　　　　　　　　　　
１ 法人の理念・姿勢

（１）法人の基本理念・経営方針
	（評価の主な視点）

・介護保険事業を運営するに当たり、どのような基本理念や経営方針を持っているか。

・地域密着型サービスを運営する事業者として、第８期あきる野市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画をよく理解し、法人の基本理念や経営方針がふさわしいものとなっているか。

	（提案内容）




（２）応募した理由
	（評価の主な視点）

・地域密着型サービスの目的を理解した内容となっているか。

・整備圏域の特色や課題の把握ができているか。また、課題解決の意欲があるか。

	（提案内容）




（３）サービスの質を向上させるための目標・方策

	（評価の主な視点）
・質の高いサービスを提供するための目標や方策に実現性、継続性があるか。

	（提案内容）




（４）個人情報保護に対する考え方

	（評価の主な視点）
・情報管理など個人情報保護に万全な取組があるか。

・従業者の守秘義務は徹底されているか。

	（提案内容）



（５）自己評価や外部評価を受けることに対する考え方

	（評価の主な視点）
・自己評価を実施することや外部評価を受けることに対する考え方はどのようなものか。

・評価の意義を理解し、具体的な活用方法があるか。

	（提案内容）



２ 利用者への対応について

（６）利用者の状態や意向を配慮したサービス計画作成の考え方

	（評価の主な視点）
・サービス計画の作成に、利用者の状態や意向等が配慮されているか。
・利用者の状態や意向を的確につかむ体制があるか。

	（提案内容）



（７）自立支援の考え方

	（評価の主な視点）
・できる限り自立した生活を営むための具体的な支援の考え方や方策はどのようなものか。

	（提案内容）



（８）利用者の人権や尊厳に対する考え方

	（評価の主な視点）
・利用者の人権擁護、プライバシーの保護、尊厳の保持について基本的な考え方や具体的な取組はどのようなものがあるか。

・身体的拘束への配慮がされているか。

・虐待の防止に係る措置（令和6年4月1日より義務化）について、どのように対応を進めていくのか。

	（提案内容）



（９）認知症ケアに対する考え方

	（評価の主な視点）

・認知症高齢者ケアに対する基本的な考え方や具体的な取組はどのようなものがあるか。

・認知症に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置（令和6年4月1日より義務化）について、どのように対応を進めていくのか。

	（提案内容）




３ 地域との連携について
（10）開設・運営に当たっての地域住民への理解を得るための方策

	（評価の主な視点）

・施設の整備・開設に当たり、地域住民に対する丁寧な説明に努め、十分に理解を得る見込みがある（スケジュールとなっている）。

・運営に当たり、地域住民の理解と協力の下に、地域との連携の重要性を配慮した方策となっているか。

	（提案内容）




（11）運営推進会議に対する考え方

	（評価の主な視点）

・運営推進会議に地域の意見を取り入れるための具体的な方策があるか。

	（提案内容）




（12）地域に開かれた施設としての方策

	（評価の主な視点）

・利用者と地域が交流できる体制、取組があるか。

・ボランティアの受入れ体制があるか。

	（提案内容）




（13）市との密接な連携

	（評価の主な視点）

・市が実施する事業に協力するなど、市との密接な連携についての考え方はどのようなものか。

	（提案内容）




（14）協力医療機関や居宅サービス事業所等との連携及び支援体制

	（評価の主な視点）

・協力医療機関等との具体的な定めや連携及び支援の体制について、どのような計画があるか。

・居宅サービス事業所等との密接な連携についてどのような考えを持っているか。

	（提案内容）




４ 経営の安定性について
（15）経営基盤の安定性

	（評価の主な視点）

・経営基盤の安定性や事業運営の継続性が確認できるか。

・財務状況に問題はないか。

	（提案内容）




（16）資金計画についての方策

	（評価の主な視点）

・資金計画は堅実であるか。

・資産と負債の状況に問題はないか。

	（提案内容）




（17）介護保険サービスの実績

	（評価の主な視点）

・介護保険サービスの実績は十分か。

	（提案内容）




（18）利用者確保の方策
	（評価の主な視点）

・利用者確保についての考え方はどのようなものか。また、具体的な方策があるか。

・市民優先であることを理解しているか。

	（提案内容）




５ 運営管理について
（19）非常災害への対応

	（評価の主な視点）

・非常災害に際して必要な計画、訓練、関係機関との連携体制の整備など、どのような取組があるか。

・災害時の地域との密接な連携体制の確保をどのように考えているか。

・業務継続計画の策定等（令和6年4月1日より義務化）について、どのように対応を進めていくのか。

	（提案内容）




（20）感染症予防・衛生管理の方策

	（評価の主な視点）

・衛生管理の具体的な方策があるか。

・感染症の予防及びまん延の防止のための措置（令和6年4月1日より義務化）について、どのように対応を進めていくのか。

	（提案内容）




　（21）苦情処理のための体制

	（評価の主な視点）

・苦情や意見、要望に対応する体制が整備されているか。

	（提案内容）




（22）緊急時や事故発生時の対応、事故防止や安全対策の方策

	（評価の主な視点）

・病状の急変等の緊急時や事故発生時の対応について、どのような体制整備や方策があるか。

・誤嚥や転倒など、日常的な事故防止に対する方策はあるか。

・点検体制の確立、設計上の配慮や設備等の工夫など、安全対策の方策はあるか。

	（提案内容）




６ 職員の確保・定着・育成について
（23）職員の配置・人材確保の取組

	（評価の主な視点）

・地域人材の活用を含めた、従業員の募集に当たっての具体的かつ多様な方策があるか。

・離職率が低くなるような取組があるか。

・経験のある従業員などバランスのとれた職員配置や従業員に過度な負担をかけないような方策があるか。

	（提案内容）




（24）職員の資質向上のための取組

	（評価の主な視点）

・研修等、職員の資質向上のための取組がされているか。　

・キャリアアップにつながる人事システムや充実した福利厚生等、働く意欲を高めるような職場環境づくりに関する具体的な方策があるか。

	（提案内容）




７ 施設整備について
（25）開設する建物

	（評価の主な視点）

・施設の規模や広さなど適切なものになっているか。また、生活の場としての居住空間や交流の場など、施設設計について、どのような特徴や考えを持ってるか。

	（提案内容）




（26）開設までのスケジュール

	（評価の主な視点）

・建設工事や開設準備等の期間が十分確保されており、開設までのスケジュールは適切なものとなっているか。

	（提案内容）




８ その他
（27）独自に行う取組やアピールしたい事項
	（評価の主な視点）

・地域密着型サービスを運営するに当たり、独自に行う取組やアピールしたい事項は何かあるか。

・独自に行う取組やアピールしたい事項は実現可能であるか。また、効果的な内容となっているか。　

	（提案内容）




